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教職員の確保及び専門性の向上について 
―全国特別支援学校長会 平成２２年度研究集録より― 

 

この調査は、盲学校６９件、聾学校９５件、肢体不自由校１９７件、知的障

害校５２２件、病弱校９２件、合計９８７件（分校等を含む）からの回答をも

とにしてまとめたものである。 

 

１．免許について 

（１）保有状況 

 

 知肢病が最も多く、次に聴覚、視覚の順になっている。免許未所有率は２１．

０％であり、前年比で０．７％減少している。どの年齢層でも前年比で未所有

者数の率が若干減る傾向にある。 
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 （２）免許取得数 

 
免許の取得数では、どの学部・科でも知肢病が最も多く、幼稚部で４５．５％、

小学部で６６．６％であり、平均すると５９．８％になる。免許状未所有者は

高等部で２９．０％と最も多く、幼稚部の１０％が最も少ない。 
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２．導入している外部専門家について 

 導入している外部専門家では、看護師が最多であり、続いて理学療法士、作

業療法士の順になっている。 

 

 

３．学校として取り組んでいる専門性の向上 

 高い数値が出ているのは「障害の特性等の理解」であり、「地域支援・関係諸

機関との連携」の増加が大きく、「自立活動の指導」が続いている。 
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＜盲学校＞ 

１．免許について 

 年齢別教諭数及び特別支援学校教諭免許保有率 

 

 未所有者は、昨年度（１６％）から２．９％改善された。盲学校の専門性を

表す免許保有率は視覚障害免許＋理療科免許と理解できる。今年度の所有率は

視覚障害免許の３１．２％にその他（理療科教員免許）９．８％を加えて４１％

となる。 

 

２．導入している外部専門家について 

 

 視覚訓練士が昨年（９校）から１７校に増加した。 
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３．学校として取り組んでいる専門性向上の取組 

 

点字に関する取組は９４％という高値である。他の障害種にない専門性を示

す。それ以外の半数以上の盲学校の取組として、視覚障害特性の理解（８３％）、

自立活動（７８％）、教科等の指導（７４％）がある。この点でほかの障害種と

の違いは見られなかった。点字への取組が盲学校の専門性であることが分かっ

た。 

 

 

＜聾学校＞ 

１．免許について 

 聾学校在籍教員の特別支援学校教諭免許状所有状況を分析すると、以下のよ

うになる。聴覚障害教育免許状の所有率を昨年度と比較すると、３４．１％か

ら３２．９％と減少している。特別支援学校教諭免許状未所有者の割合は、昨

年度の１５．３％から１６．３％と増加している。 

 また、免許状の保有状況を年齢別にみると、聴覚障害領域免許状所有率は２

４歳以下で低く、年齢を追うごとに高くなっている。このことから、採用後に

認定講習等で免許を取得する者が多いと推測される。免許所有の学部別では、

幼稚部が高く、学部が上がるにつれ低くなっている。 
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２．導入している外部専門家について 

 言語聴覚士と大学等の研究者が最も多くそれぞれ２４校、看護師が１５校、

臨床心理士が１４校、そのほかには、作業療法士や理学療法士を活用したり、

医師や薬剤師、色彩士など多様な人材を導入してきているようである。 

 
 

３．学校として取り組んでいる専門性向上の取組 

 全体の７～８割の学校が、「点字や手話の活用」「教科等の指導法」「障害の特

性等の理解」をあげていた。またその他では「自立活動の指導」や「地域支援・

関係諸機関との連携」「個別の指導計画」「コミュニケーション支援」がそれぞ

れ６割前後あった。 
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＜知的障害特別支援学校＞ 

１．免許について 

 特別支援学校教諭の免許所有率は７７．１％で、昨年度とほぼ同じである。

免許状の種類では、知・肢・病が最も多く６５．２％で昨年度と変わらない。

未所有者は全体の２２．９％で昨年度との変化はなかった。 
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２．導入している外部専門家について 

 昨年に比べ、六つの項目において導入が一段と進み、理学療法士や作業療法

士、臨床心理士や大学等研究者関係で確実に増加が見られた。昨年度新たに導

入された視能訓練士は４校で、－１となった。 

 

 

３．学校として取り組んでいる専門性向上の取組 

 昨年度と比較して向上しているのが、「教科等の指導法」、「マルチメディアの

活用」、「障害の特性等の理解」、「自立活動の指導」、「地域支援・関係諸機関と

の連携」等である。しかし、「各種検査法」や「個別の指導計画」及び「個別の

教育支援計画」では若干の減少となった。 
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＜肢体不自由特別支援学校＞ 

１．免許について 

 教員の保有状況については、グラフのとおり、知・肢・病の免許保有者が多

く、複数障害に対応できる教員が多いことが理解できる。その反面、高等部教

員を中心として未保有者も多く、課題も抱えているのではないか。 

 

２．導入している外部専門家について 

 理学療法士や看護師を中心としながら、作業療法士、言語聴覚士等の協力を

仰ぎ児童生徒への指導や対応を行っている。特に近年は、障害が重度重複化の

傾向にあり、外部専門家との連携がますます重要になってくると思われる。 

 

 

３．学校として取り組んでいる専門性向上の取組 

 自立活動の指導や障害の特性等の理解、地域支援・関係諸機関との連携等、

各校で取り組まれている。研修等をとおして専門性の向上を図り、指導力の向

上を図ることが重要である。 
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＜病弱特別支援学校＞ 

１．免許について 

 ・年齢別の免許保有状況では、教員３，３２９名の内、何らかの免許保有者

は２，６５０名（保有率７９．６％）で昨年度の８０％の定着状況を維持

している。 

 ・４０代の所有率も引き続き伸びている。 
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２．導入している外部専門家について 

 看護師、臨床心理士、大学等の関係者が多く、次いで理学療法士と続く。そ

の他には、スクールカウンセラー、精神科の医師、陶芸家、音楽療法士、クリ

ーニング技能士等、多様なニーズに対応した外部専門家を導入している。 

 

 

３．学校として取り組んでいる専門性向上の取組 

 特別支援学校に在籍する児童生徒の多様な教育的ニーズに対応するため、「障

害の特性等の理解」「自立活動の理解」「教科指導」等の専門性と、センター機

能の充実に向けた、「地域支援・関係諸機関連携」「教育相談」等が過半数をこ

えている。 
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